
授業コード JP21020010 開講年度・学期 2019年度前期

科目授業名 民事訴訟実務の基礎

英語科目授業名 Elements of Civil Legal Practice

科目ナンバー

単位数 2単位 授業形態 講義

JAPRA8802 必修・選択 必修

授業内容・
授業計画①

第１段階
第１〜３回授業の内容（コアカリキュラム第３章、以下括弧内はコアカリキュラムの該当箇所示
す。）
民事訴訟手続の流れを理解することを目標として、下記教材である『４訂民事第１審手続の解説』
に基づき貸金請求事件についての審理手続を学習する。
第１回　民事訴訟第１審手続（１）
民事保全、訴えの提起、訴状受付、訴状審査（補正命令、訴状却下）、要件事実、訴訟物の特定、
請求の趣旨、請求原因、訴訟要件の審査、（司法研修所ビデオ−民事訴訟第１審手続の流れ併用）
第２回　民事訴訟第１審手続（２）
口頭弁論期日の指定、答弁書、請求原因に対する認否、被告の主張、第１回口頭弁論期日における
手続、訴訟指揮、弁論準備手続期日、争点整理（同司法研修所ビデオ併用）
第３回　民事訴訟第１審手続（3）
集中証拠調べ、和解期日（裁判官、弁護士の役割）、和解調書、口頭弁論の終結、判決言渡し、旧
様式判決、新様式判決（同司法研修所ビデオ併用）、民事執行

第２段階
第４回〜第１２回の内容（第1章１−１ないし４および第2章２−１）
要件事実の基礎的な事項の理解、各訴訟類型の要件事実についての検討及び事実認定
第４回　要件事実基礎論
要件事実と要件事実論の違い、判決における事実摘示の意義、主張、立証責任の分配（請求原因、
抗弁、再抗弁の意義）や要件事実に関する諸問題（主要事実と間接事実の区別、法律上の推定、規
範的要件）について検討する。
第５回　売買契約に基づく代金請求訴訟
売買代金支払請求訴訟の特質及び要件事実、条件、期限、同時履行、弁済、契約の解除及び消滅時
効の抗弁等について
第６回　貸金請求訴訟について
貸金返還訴訟の特質及び要件事実、弁済、相殺、消滅時効の抗弁について
第７回及び第８回　所有権に基づく不動産明渡請求訴訟
所有権に基づく不動産明渡請求訴訟の特質及び要件事実、「もと所有」、権利自白、所有権喪失の
抗弁、対抗要件の抗弁、対抗要件具備による所有権喪失の抗弁について
第９回　不動産登記手続請求訴訟
所有権に基づく所有権移転登記抹消登記手続請求訴訟の特質及び要件事実、取得時効、所有権に基
づく抵当権設定登記抹消登記手続請求訴訟の特質及び要件事実、登記保持権原の抗弁について
第１０回　賃貸借契約終了に基づく不動産明渡請求訴訟
賃貸借契約終了に基づく不動産明渡請求訴訟の特質及び要件事実（解約申し入れ、賃料不払、増改
築禁止特約違反）、建物所有目的の抗弁、一時使用の再抗弁について

担当教員氏名
（代表含む）

原田　裕彦

科目の主題

民事事件における法曹の役割は、民事紛争を法的な観点から構成して紛争の解決を図るものであ
る。交渉、保全、訴え提起、訴状審査、管轄、口頭弁論期日、争点整理、集中証拠調べ、判決と続
く民事訴訟実務手続の流れを理解するとともに、民事紛争解決のためには、いかなる事実が法的に
重要なものであるか（要件事実）及び争いとなっている事実がどのようにして確定されるのか（事
実認定）について、基礎的理解を修得させるとともに、民事訴訟実務の基礎的な知識を修得させる
ことが主題である。
なお、要件事実については、基礎的な考え方（訴訟物、請求原因、抗弁、再抗弁の関係）を学ぶこ
とを重視する。

授業の到達目標

民事事件における法曹の役割は、民事紛争を法的な観点から構成して紛争の解決を図るものであ
る。交渉、保全、訴え提起、訴状審査、管轄、口頭弁論期日、争点整理、集中証拠調べ、判決と続
く民事訴訟実務手続の流れを理解するとともに、民事紛争解決のためには、いかなる事実が法的に
重要なものであるか（要件事実）及び争いとなっている事実がどのようにして確定されるのか（事
実認定）について、基礎的理解を修得させるとともに、民事訴訟実務の基礎的な知識を修得させる
ことが到達目標である。
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受講生へのコメ
ント

各自の民事訴訟法の基本書を読み返しておくこと。また、要件事実の学習には、民法条文の要件・
効果を正確に理解していることが前提であるので、各自の民法の教科書も事前によく読み込んでお
くこと。
授業開始前に下記『民事第１審手続の解説』および『新問題研究要件事実』をいずれも精読してお
くと。

教材

司法研修所『４訂民事第１審手続の解説』（法曹会、２００１年）
司法研修所『新問題研究要件事実』（法曹会、２０１１年）
司法研修所『改訂紛争類型別要件事実』（法曹会、２００６年）
司法研修所『１０訂民事判決起案の手引』（法曹会、２００６年）

講義開始までに最新版が出版された場合は、最新版を使用する。
参考書としては
岡口基一著『要件事実マニュアル第１巻（第５版）』（ぎょうせい、２０１６年）
岡口基一著『要件事実マニュアル第２巻（第５版）』（ぎょうせい、２０１７年）
大島眞一著『完全講義民事裁判実務の基礎（入門編）』（民事法研究会、２０１５年）
大島眞一著『完全講義民事裁判実務の基礎（発展編）』（民事法研究会、２０１６年）

授業内容・
授業計画②

第１１回　動産引渡請求訴訟
動産引渡請求訴訟の特質及び要件事実、悪意の抗弁、過失の評価根拠事実の抗弁について
第１２回-第１３回　事実認定の基礎（第２章２−２ないし４）
事実認定の対象および事実認定のあり方。
自由心証主義、証拠の種類、直接証拠と間接証拠、書証(処分証書、報告文書)、形式的証拠力、成
立の推定、実質的証拠力等諸概念の理解の確認。
争点についての証拠の収集、立証方法について、間接事実による推認、文書の真正の推定（２段の
推定、署名代理）などの事実認定について具体的事例から検討する。
また、裁判例から具体的に事実認定の諸問題（経験則、一応の推定、証明妨害、相当な損害額の認
定）について検討する。
第１４回　民事保全・民事執行（第３章のうち、民事保全・民事執行）
被保全権利・保全の必要性、執行開始要件、債務名義の概念、債権執行、動産執行、不動産執行な
ど
第１５回　期末試験

事前・事後学習
の内容

　第１段階では、３回に分けて、ビデオを併用しながら、民事第１審手続の実務の流れを概観する
ので、下記『民事第１審手続の解説』を読み込み、今、手続はどの段階にあるのか、その際の手続
はいかなるものかをしっかりと予習されたい。なお、その際、引用されている条文は手間をいとわ
ず実際に必ず目を通しておくこと（これは必ず将来の役に立つ。）。
　第２段階では、第４回で要件事実についての基礎的な解説及び基本的な書き方の解説をするの
で、それに向けて下記『新問題研要件事実』を精読しておくことが要求される。
　予習の範囲は以下の通りとなる。
第1回−第3回　事前に精読した下記『民事第１審手続の解説』の内容（解説編、記録編のいずれ
も）をおさらいしておくこと。
第4回　事前に精読した下記『新問題研究要件事実』の内容をおさらいしておくこと。
第5回　下記『紛争類型別要件事実』第１章
第6回　同第２章
第7回−第８回　同第３章
第9回　同第４章
第10回　同第５章
第11回　同第６章
第12回—第13回　自由心証主義、証拠の種類、直接証拠と間接証拠、書証(処分証書、報告文書)、
形式的証拠力、成立の推定、実質的証拠力等諸概念について、各自の民事訴訟法の教科書を精読し
理解しておくこと
第14回　被保全権利・保全の必要性、執行開始要件、債務名義の概念、債権執行、動産執行、不動
産執行について、各自の民事保全法・民事執行法の教科書を精読し理解しておくこと。
事後の学習は、各回の内容について理解して実際に使える（人に具体例を挙げて説明できる。起案
できる）ようになることである。
　授業開始前に下記『民事第１審手続の解説』および『新問題研究要件事実』をいずれも精読して
おくこと。

評価方法

絶対評価
提出するレポート（３０％）及び学期末の試験（７０％）を総合評価する。

2 


